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1995年にわが国の死亡統計が -10に変更されて以降，2005年までの10年間に，損失生存
可能年数（ ：以下， ）値がどのように変化したかについて
調べた。
該当する年の日本の人口動態統計から得た疾患別・年齢階級別の死亡数を用いて65歳未満の

を算出した。また，この10年間に進行した少子高齢化の影響を排除するために，年齢
調整 についても検討した。
日本の65歳未満 値は，この10年間は減少傾向にあり，2005年の 値は

2,504,633年で，1995年と比較して19％減少した。疾患別 値で最も高かったのは悪性新
生物で，1995年は総 値の26.9％を占め，2005年も27.1％とほとんど変化がなかった。
外因死の 値は，1995年の28.4％から2005年の30.0％へと増加の傾向がみられ，1998年
に悪性新生物の を超えた。しかし，外因死のうち不慮の事故による 値はこの10
年で約６ポイント低下したが，依然として10％以上を占めており，心疾患よりもわずかに高い
値を示した。また，自殺による 値は約18％を占めており，10年間に８ポイント以上増
加した。自殺の が不慮の事故の を越えたのは1998年であった。年齢調整
についても上記の傾向とほぼ同様であった。しかし，年齢調整 では，総 に占め
る悪性新生物の割合が21.5％であったのに対し，外因死が33.5％と，より大きな比重を占めて
いた。
日本の総 値は減少傾向にあるが，外因死による 値は心疾患を大きく上回って

おり，1998年以降は，単一で最大の原因である悪性新生物よりも高い値となった。この傾向は
年齢調整 でみるとさらに明らかで，2005年の年齢調整総 に占める外因死の割合
は33％を越えていた。外因死のうち，不慮の事故の は減少を続けている。一方，自殺
の の増加は顕著であり，事故予防と自殺予防を包括した総合的な外傷防止対策が必要
であることを示している。

，外因死，事故，自殺，

Ⅰ

損失生存可能年数（
）は，若年者の死亡に重きをお

いて，その損失の度合いを定量化する指標のひ

とつとして，近年は自殺や事故などによる早死
の重要性をアピールする手法として米国疾病予
防センター（ ）などによってよく採用さ
れるようになってきた1)。1985年の米国の

は，外因死が41％を占めており，事故
や自殺対策が公衆衛生上の重大な課題であるこ
と強くアピールした2)。
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わが国では，田中らが
1993年の日本の を
計算した報告3)があるが，
それ以降は公衆衛生の指標
としてあまり積極的に活用
されてはいないようである。
わが国の死亡統計におけ

る疾病分類が -９から
-10に切り替わったの

は1995年であった。最新の
人口動態統計である2005年の資料が公表された
ので，この間の の推移をまとめてみる
には良い機会であると考え，わが国の過去10年
間の の推移をまとめてみた。

Ⅱ

1995年から2005年までの10年間の と
年齢調整 を算出した。
65歳未満の死亡を「早死」と定義し，各疾患

ごとの死亡時の年齢階級と死亡数を厚生労働省
の人口動態統計の資料4)より得て，「65歳」マ
イナス「死亡時の年齢階級の中央値」を，損失
年数とし，各疾患ごとに損失年数の総和を求め
た。５歳ごとの年齢階級の中央値とは，たとえ
ば０～４歳群であれば中央値は2.5歳，5～９歳
群であれば中央値は7.5歳，と設定した。
対象とした疾患は，田中らの先行研究3)で

の上位であることが既にわかっている
外因死（傷病および死亡の外因），悪性新生物，
心疾患，脳血管疾患を対象とした。外因死はさ
らに不慮の事故，自殺，他殺および意図不明，
の３つに分類した。

この10年間に日本の少子高齢化が急速に進行
したので，年齢別人口構成の変化が 値
にどのような影響を与えているかをみるために，
年齢調整 値を求めた。算出の根拠とな
る人口構成は， の提唱する５歳ごとの年
齢階級の国際標準5)に基づいた。

Ⅲ

1995年から2005年までの10年間の総
値と主要疾患別 値を に示した。総

値は1995年の3,104,965年から2005年の
2,504,633年まで減少傾向が続いており，この
10年間で19％減少した。
2005年の主要疾患別 値が総 値

に占める割合 をみると，第１位が悪性
新生物（27.1％），第２位自殺（18.2％），第３
位不慮の事故（10.9％），第４位心疾患（10.1
％）となっていた。1995年と比較すると，悪性
新生物や心疾患，脳血管疾患の占める割合はほ
とんど変わっておらず，不慮の事故の減少
（－６ポイント）と自殺の増加（＋８ポイン
ト）が著しかった。2005年の不慮の事故，自殺，

16― ―



YPLL YPLL
（単位 ％）

注 1) 地震による死者数を除いた 値
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他殺および意図不明，を合計した外因死は，
30.0 ％にも及び，悪性新生物の 値
（27.1％）を上回っていた。
これら主要疾患別 値の推移を に

示した。これによると，1995年の不慮の事故に
よる 値が高目に表されており，これは
阪神大震災の影響ではないかと考えられた。
1995年の「地震による受傷者」の死者数は，
5,326人と突出しており，これらの死者数は不
慮の事故に含まれているため，各年齢群から地
震による死者数を除いて，1995年の を
再計算してみた 。1995年の総 値
に占める外因死の割合が28.4％であったのに対
し，地震による補正後の同数は26.7％と若干低
下した。したがって，地震の影響を除けば，外
因死の が悪性新生物の を超えた
のは1998年以後であり，この逆転原因は1998年

以降に自殺の が急増したことに起因し
ていると考えられた。また，不慮の事故と自殺
の が逆転したのも1998年であった
。
10年間の人口構成の変化に伴う見かけ上の変
化がどの程度あるのかを検討するために年齢調
整 を求めた 。2005年の年齢調整
総 値を1995年と比較すると，18％の減
少率であり，年齢調整前の 値の減少率
19％とほぼ同じであった。各疾患別の年齢調整

の増減傾向もほぼ同じであった。しか
し，年齢調整 値でみた疾患別 の
占める割合を経年的にみてみると ，
1995年時点ですでに外因死の は悪性新
生物を大きく上回っており，年々，その差は大
きくなっている。2005年の年齢調整総
に占める外因死の割合は33.5％で，総
の３分の１を占めるに至った。

Ⅳ

は，早死が社会に与える損失に重き
を置き，その死因が「予防可能」であり，かつ
「不必要な」死であるということに焦点を当て
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て，その社会的重要性を定量的に表現すること
を意図している1)。 という統計的手法は，
1947年に によって提唱された概念で
あるが，彼女は当時，結核が比較的若年者の死
をもたらすことに着目し，悪性新生物や心疾患
が粗死亡数ではより高い値であるにもかかわら
ず， 値では結核がそれらを上回ってい
ることを示した6)。

よりもさらに，生存中であっても障
害による損失や生活の質をも考慮に入れた統計
として， （ ）
や （ ）な
ども，近年多用されるようになってきたが7)，
これらは疾患ごとの罹病状態や生活の質などを
考慮しなければならないのに対して， は
算出が極めて単純であるため，わが国のように
罹病状態に関する詳細な統計のない国でも容易
に算出できるという利点がある。

の基準年齢は，各国の０歳児の平均
余命を基準年齢としても良いし，70歳を基準と
する報告もある3)。しかし，一般的には，生産
年齢人口と老齢人口の区切りである65歳未満を
早死と定義する場合が多い1)ので，本研究もそ
れに従った。また，１歳未満の乳児については，
先天性疾患や周産期の異常に起因する死亡がか
なりの率を占めているので，「予防可能」かつ
「不必要な」死を表現するには不適切であると
考えて，乳児を集計から除外した時期もあった。
しかし，統計上は５歳区切りの年齢階級で示さ
れる統計表から算出するには煩雑となるため，
米国の疾病予防センターは1986年以降，乳児死
亡も含めるようになった1)ので，本研究もそれ
に従った。

は，ある国の，その時々の疾病もし
くは外傷の公衆衛生上の重要度を表現するには
適しているが，人口構成がかなり異なった国家
間の比較には年齢調整が必要となる場合がある。
また，わが国のように急速に少子高齢化が進む
ような国での経年的比較においては人口構成の
変化は無視できない影響がある。したがって，
本研究では が提案している標準人口構
成5)に基づいて年齢調整 値を求めた。

1985年に米国で発表された“
”2)は，その後の米国の保健政策に大きな

影響を及ぼしたとされている。1985年当時の米
国は，外因死が総 値の40.8％をも占め
ており，悪性新生物（18.2％）や心疾患（16.4％）
を大きく上回っており，事故や自殺，他殺など
の外因死を防止することは公衆衛生における国
家的課題であると位置づけたのである2)。一方，
わが国でも1960年以来，不慮の事故は子どもの
死亡原因のトップであり続けているし，1998年
以降の戦後第二の波と言われている中高年層の
自殺の増加は，社会問題ともなっている8)。
2005年のわが国の総 に対する外因死の
割合と年齢調整 は，ほぼ３分の１を占
めている（米国も近年は30％前後である）。し
かも，外因死の占める割合は，ここ10年間で増
加傾向にあり，ますます外傷防止対策が重要な
公衆衛生上の課題であることを示している。事
故防止対策や自殺防止対策など分野別の対策も
必要であるが，それらを包括した総合的外傷防
止対策である 9)がますます重
要になってくるものと思われる。
一括して外因死といっても，不慮の事故の

は年々減少傾向にあり，一方，自殺の
は 1998 年に急増し，不慮の事故の
を上回り，以後も高い値が続いている。

自殺の急増の原因は不況・失業との関連が明ら
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かにされているが8)，一方，抜本的対策がとら
れるようになった訳でもないのに不慮の事故の
減少が続いている理由は何なのか，解明すべき
課題も残されている。
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